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公立大学法人札幌市立大学事業報告書 

 

Ⅰ 理事長によるメッセージ 

札幌市立大学（Sapporo City University、通称 SCU）は公立大学として、発足以来、

デザイン学部と看護学部の２学部制で研究と教育を担ってきました。これらに加え、近年

その重要性が増している人工知能・情報技術（AI＋IT＝AIT）を担うAITセンター、さらに

それらを使いこなす能力であるリベラルアーツの養成を担うリベラルアーツセンターが加

わり、厚みを増しています。DesignとNursingをAITが下支えする「DNA」を本学の教育・

研究の中心に据えました。教育においては「DNA 連携で未来のダ・ヴィンチやナイチンゲ

ールを育てる」をスローガンとし、彼らのようなマルチタレントを持ち、専門分野の他に 

AIT の使える人材を育てたいと考えています。「DNA」を合言葉として３分野を連携させ

ることで、札幌に留まることなく、札幌と同様の課題を抱える他の地域へも課題解決の方

法論を発信してゆき、「日本の SCU」となることを、引続き目指してまいります。 

 

Ⅱ 法人の基本情報 

 １ 理事長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 

   公立大学法人札幌市立大学は、設立団体の長である札幌市長が定めた第四期中期目標

を達成するため、令和６年度～令和11年度までの６年間を期間とする第四期中期計画を

策定した。 

平成18年４月にデザイン学部と看護学部を有する大学として開学した札幌市立大学

（以下「本学」という。）は、教育研究上の理念として「人間重視を根幹とした人材の

育成」及び「地域社会への積極的な貢献」を掲げている。特に、デザイン分野と看護分 

野のある本学の特長（「Ｄ×Ｎ（デザインと看護の連携）」）を生かし、異分野連携に

より可能となる、人々の暮らしや社会に新たな価値を創造する教育・研究・地域貢献に

積極的に取り組んできた。 

第三期中期計画の期間（平成30年度～令和５年度）である令和４年４月には、ＡＩＴ

センターを設置し、産官から受託研究の積極的な獲得によりＡＩやＩＴの研究を推進し

てきた。さらには、Ｄ（デザイン）とＮ（看護）にＡ（ＡＩ・ＩＴ）を掛け合わせた

「ＤＮＡ」を本学の連携の新たなコンセプトとして掲げており、先進的な研究や教育の

質の更なる向上を目指し、取り組みをスタートさせた。 

昨今、新型感染症流行の影響などによる人々の行動変容や、気候変動による大規模災

害、大規模地震の発生、デジタル化・脱炭素化の世界的な潮流、グローバル競争の激

化、人口減少・少子高齢化の進行などによる社会構造の変革を余儀なくされている中、

高等教育機関としての大学も例外ではなく、その役割・期待は従来とは大きく異なって

きている。これからは、時代の変化のスピードに対応できるだけでなく、自ら課題を発

見し解決策を提案することで新しい価値を創造できる人材の育成が求められている。 

このような社会背景を踏まえ、第四期中期計画の期間（令和６年度～令和11年度）に

おいて本学は、デザイン及び看護の専門性だけではなく、知識の学び方や、急速に進化

しているＡＩ・ＩＴをはじめとするテクノロジーを道具として使いこなす方法を学ぶな

ど、基礎的技能としてのリベラルアーツを身につけた人材の育成に注力するとともに、

「ＤＮＡ」の特色を生かした社会課題解決に資する研究の推進や教育の質の更なる向上

や、産学官連携や企業・団体等との交流による地域産業の振興や地域医療の充実への貢

献などを通じ、時代の変化・要請に柔軟に対応できる大学を目指していく。 
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２ 沿革その他法人の概要 

平成 13年 11月 「市立高等専門学校・高等看護学院の大学化検討懇話会」設置 

平成 14年 12月 「市立高等専門学校・高等看護学院の大学化に関する提言」 

平成 15年 11月 「（仮称）札幌市立大学設置準備委員会」設置 

平成 16年７月 「（仮称）札幌市立大学基本計画」策定 

平成 17年４月 文部科学省へ大学設置認可申請 

平成 17年 12月 大学設置認可 

平成 18年１月 総務省・文部科学省へ公立大学法人設立認可申請 

平成 18年３月 公立大学法人設立認可 

平成 18年４月 札幌市立大学開学 

平成 18年 10月 サテライトキャンパス開設 

平成 19年４月 地域連携研究センター設置、アドミッションセンター設置 

平成 20年４月 キャリア支援センター設置 

平成 20年８月 認定看護管理者制度サードレベル教育課程開講 

平成 21年５月 文部科学省へ大学院（修士課程）設置認可申請 

平成 21年 10月 大学院（修士課程）設置認可 

文部科学省へ助産学専攻科の助産師学校指定申請 

平成 21年 12月 助産学専攻科の助産師学校指定通知 

平成 22年４月 デザイン研究科・看護学研究科（修士課程）、助産学専攻科設置 

平成 23年５月 大学院（博士後期課程）設置認可申請 

平成 23年 10月 大学院（博士後期課程）設置認可 

平成 24年４月 デザイン研究科・看護学研究科（博士後期課程）設置 

上記に伴い、修士課程を博士前期課程に変更 

平成 27年５月 COCキャンパス「まちの学校」開設 

平成 30年４月 まこまないキャンパスに改称（旧称：COCキャンパス「まちの学校」） 

平成 31年４月 AIラボ開設 

令和４年４月 AITセンター設置（AIラボを改廃） 

令和６年３月 まこまないキャンパス廃止 

令和６年４月 研究支援地域連携研究センターに改称（旧称：地域連携研究センター） 

令和６年 11月 リベラルアーツセンター設置 

令和７年５月 文部科学省へ看護学専攻科公衆衛生看護学専攻の保健師学校指定申請 

令和７年９月 看護学専攻科公衆衛生看護学専攻の保健師学校指定通知 
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３ 設立の根拠となる法規等 

   地方独立行政法人法、公立大学法人札幌市立大学定款 

 

４ 組織図 

  

５ 事務所等の所在地 

施設名等 所在地 

本部、デザイン学部 札幌市南区芸術の森１丁目 

看護学部 札幌市中央区北11条西13丁目 

サテライトキャンパス 札幌市中央区北４条西５丁目 

AITセンター 札幌市中央区南１条西６丁目20-１ 
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６ 資本金の状況 

   ８２億１，０４０万円（全額札幌市出資） 

 

７ 学生の状況（令和７年５月１日現在） 

   学生総数     ８４０人 

    デザイン学部  ３９０人 

    看護学部    ３４９人 

    デザイン研究科  ５０人 

    看護学研究科   ４１人 

    助産学専攻科   １０人 

 

８ 役員の状況 

役 職 氏 名 任 期 主な経歴 

理事長 中島 秀之 令和６年４月１日 

～令和８年３月31日 

平成30年４月 札幌市立大学理事長・学長 

平成20年４月 公立はこだて未来大学理事長・学長 

理事 樋之津 淳子 令和６年４月１日 

～令和８年３月31日 

令和６年４月 札幌市立大学副学長 

平成18年４月 札幌市立大学看護学部教授 

理事 櫻井 英文 令和７年４月１日 

～令和８年３月31日 

令和７年４月 札幌市立大学事務局長 

令和４年４月 札幌市危機管理監 

理事 

(非常勤) 

水落 隆志 令和６年７月１日 

～令和８年３月31日 

令和２年３月 札幌商工会議所常務理事 

平成30年３月 札幌商工会議所常務理事・事務局長 

理事 

(非常勤) 

石垣 靖子 令和６年４月１日 

～令和８年３月31日 

平成28年４月 北海道医療大学名誉教授 

平成16年４月 北海道医療大学大学院教授 

理事 

(非常勤) 

石川 義浩 令和７年７月１日 

～令和８年３月31日 

令和７年７月 公財）札幌市芸術文化財団副理事長 

令和７年４月 公益) 札幌市芸術文化財団参与 

監事 

(非常勤) 

橋場 弘之 令和４年７月15日 

～令和７事業年度 

財務諸表承認日まで 

弁護士 

平成８年４月 田村・橋場法律事務所開設 

監事 

(非常勤) 

谷口 雅子 令和４年７月15日 

～令和７事業年度 

財務諸表承認日まで 

公認会計士 

平成25年７月 谷口雅子公認会計士事務所開設 

 

９ 教職員の状況（令和７年５月１日現在） 

   教員 ２５１人（うち常勤７９名、非常勤１４４名） 

   職員  ７４人（うち常勤３９名、非常勤 ３５名） 
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１０ ガバナンスの状況 

(1) ガバナンスの体制 

地方独立行政法人法及び札幌市地方独立行政法人施行細則に基づき、公立大学法

人札幌市立大学業務方法書を定め、法、他の法令、札幌市の条例若しくは規則又は

公立大学法人札幌市立大学定款に適合することを確保するための体制、その他業務

の適正を確保するための体制を整備し、継続的にその見直しを図るとともに、役員

及び職員への周知や研修の実施、必要な情報システムの更新に努めている。 

(2) 法人の意思決定体制 

当法人における意思決定は、重要事項を協議する機関として、役員会、経営審議

会、教育研究審議会を設置しており、審議する事項は以下のとおりとなっている。 

① 役員会 

・６年間において法人が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」とい

う。）について市長に対し述べる意見に関する事項 

・法により市長の認可又は承認を受けなければならない事項 

・予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

・大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 

・その他役員会が定める重要事項 

② 経営審議会 

・中期目標について市長に対し述べる意見に関する事項のうち、法人の経営に関す

るもの 

・法により市長の認可又は承認を受けなければならない事項のうち、法人の経営に

関するもの 

・学則（法人の経営に関する部分に限る。）、会計規程、役員に対する報酬及び退

職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重

要な規程の制定又は改廃に関する事項 

・予算の作成及び執行並びに決算に関する事項 

・組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

・その他法人の経営に関する重要事項 

③ 教育研究審議会 

・中期目標について市長に対し述べる意見に関する事項（法人の経営に関するもの

を除く。） 

・法により市長の認可又は承認を受けなければならない事項（法人の経営に関する

ものを除く。） 

・学則（法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規程の

制定又は改廃に関する事項 

・教員人事に関する事項 

・教育課程の編成に関する方針に係る事項 

・学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事

項 

・学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与

に関する方針に係る事項 

・教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

・その他札幌市立大学の教育研究に関する重要事項 
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Ⅲ 法人の財務に関する情報 

１ 理事長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

 土地 

 建物 

 構築物 

 工具器具備品 

 図書 

 その他 

 無形固定資産 

 ソフトウェア 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 棚卸資産 

 前払費用 

未収金 

立替金 

6,453 

6,422 

1,702 

3,912 

83 

219 

503 

3 

32 

32 

 

690 

538 

0 

2 

149 

0 

固定負債 

 長期繰延補助金等 

 長期寄附金債務 

 長期未払金 

 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 寄附金債務 

 前受共同研究費 

 未払金 

 未払消費税等 

前受金 

 科学研究費助成事業等預り金 

 預り金 

 

97 

4 

6 

87 

 

437 

17 

10 

2 

346 

1 

1 

36 

25 

負債合計 535 

純資産の部 金額 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

8,210 

△2,633 

1,032 

純資産合計 6,609 

資産合計 7,144 負債純資産合計 7,144 

（注）単位未満を四捨五入しているため、金額の合計が一致しない場合がある。 
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(2) 損益計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

経常費用 2,314 

業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

受託研究費 

共同研究費 

人件費 

一般管理費 

財務費用 

1,981 

358 

107 

72 

2 

11 

1,431 

332 

1 

経常収益 2,236 

 運営費交付金収益 

 授業料収益 

 入学金収益 

 検定料収益 

 受託研究等収益 

 共同研究収益 

 補助金等収益 

 寄附金収益 

 雑益 

1,695 

433 

43 

10 

3 

13 

1 

5 

33 

経常損失  △78 

臨時損益 0 

 臨時損失 

 臨時利益 

0 

- 

当期純損失 △78 

目的積立金取崩額 56 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 124 

当期総利益 102 

（注）単位未満を四捨五入しているため、金額の合計が一致しない場合がある。 
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 53 

  原材料、商品又はサービスの購入による支出 

  人件費支出 

  その他の業務支出 

科学研究費補助金等純増額 

  運営費交付金収入 

  授業料収入 

  入学金収入 

  検定料収入 

  受託研究収入 

  共同研究収入 

  寄附金収入 

  その他の業務収入 

△362 

△1,432 

△286 

△3 

1,713 

336 

34 

10 

4 

14 

2 

24 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 71 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △67 

Ⅳ 資金増加額 57 

Ⅴ 資金期首残高 481 

Ⅵ 資金期末残高 538 

（注）単位未満を四捨五入しているため、金額の合計が一致しない場合がある。 

 

(4) 財務諸表の概況 

① 貸借対照表 

資産の総額は 7,144百万円と、対前年度 157百万円の減少となっている。主な要

因は、建物の減価償却累計額が資産の増加額よりも上回っているためである。 

負債の総額は535百万円と、対前年度74百万円の増加となっている。主な要因は、

昨年度よりも施設整備費補助金に係る未払い金が増加しているためである。 

純資産の総額は6,609百万円と、対前年度230百万円の減少となっている。これ

は、札幌市からの現物出資及び目的積立金で取得した固定資産の減価償却相当累計

額の増加により、資本剰余金の減少額が増加額を上回っているためである。 

② 損益計算書 

経常費用の総額は2,314百万円と、対前年度187百万円の増加となっている。主な

要因は、授業料減免費の増加及び教員採用等に伴う人件費の増加のためである。 

経常収益の総額は2,236百万円と、対前年度20百万円の増加となっている。主な要

因は運営費交付金収益の増加によるものである。 

経常収益から経常費用を差し引いた経常損失は78百万円となり、目的積立金及び

前中期目標期間繰越積立金取崩額180百万円を加えた当期総利益は102百万円とな

り、前年度比58百万円の減少となっている。 

③ キャッシュ・フロー計算書 

本学の資金期末残高は538百万円と対前年度57百万円の増加となっている。主な要

因は有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものである。 
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（表）主要財務データの経年表 

（単位：百万円） 

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

資産合計 7,772 7,552 7,483 7,301 7,144 

負債合計 1,185 1,196 592 461 535 

純資産合計 6,587 6,357 6,892 6,840 6,609 

経常費用 1,993 2,141 2,197 2,127 2,314 

経常収益 2,111 2,033 2,131 2,217 2,236 

当期総損益 197 60 832 160 102 

業務活動によるキャッシュ・フロー 251 125 62 124 53 

投資活動によるキャッシュ・フロー △69 △71 106 △207 71 

財務活動によるキャッシュ・フロー △75 △70 △70 △68 △67 

資金期末残高 550 533 632 481 538 

 

２ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

   令和６事業年度の利益処分額160百万円については、札幌市の承認を得て積立金と

して35百万円、目的積立金として126百円積立てた。 

令和７年度においては、教育研究等の質の向上及び組織運営の改善に充てるため、 

教育研究目的の費用として180百万円を使用した。 

 

３ 重要な施設等の整備等の状況 

・経常的修繕                           12,424千円 

・桑園キャンパスＡ・Ｂ・Ｅ棟ほか受変電・電気設備更新工事      140,569千円 
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 ４ 予算及び決算の概要 

   以下の予算・決算は、公立大学法人の運営状況について、設置団体（札幌市）のベー

スにて表示しているものである。 

（単位：百万円） 

区分 
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 2,342 2,325 2,325 2,330 2,349 2,350 2,423 2,432 2,453 2,468  

運営費交付金 1,575 1,575 1,503 1,503 1,554 1,558 1,686 1,686 1,713 1,713  

施設整備費補助金 143 141 161 157 150 147 186 184 145 141  

授業料等収入 437 426 422 438 426 435 427 438 427 389  

受託研究等収入 65 59 23 18 23 18 22 21 25 19  

補助金収入 - 10 - 1 - - - - - -  

その他収入 24 16 26 23 21 18 16 16 20 27  

目的積立金取崩 98 98 190 190 174 174 87 - - 56  
前中期目標期間
繰越積立金取崩 - - - - - - - 87 124 124  

支出 2,342 2,080 2,325 2,260 2,349 2,285 2,423 2,296 2,453 2,348  

教育研究経費 474 387 456 446 441 417 438 410 469 439  

受託研究等経費 65 61 23 19 23 19 20 19 23 18  

人件費 1,334 1,171 1,343 1,280 1,383 1,351 1,412 1,309 1,478 1,430  

一般管理費 326 320 342 348 351 350 367 375 339 320  

施設整備費 143 141 161 157 150 147 186 184 145 141  

補助金事業費 - - - 10 - 1 - - - -  

収入―支出 - 245 - 70 - 65 - 135 - 120  

（注）単位未満を四捨五入しているため、金額の合計が一致しない場合がある。 

（注）差額理由については、令和7年度決算報告書参照。 
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Ⅳ 法人の事業に関する情報 

 １ 事業の財源の内訳 

  (1) 短期借り入れの概要 

    該当なし。 

 

  (2) 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

    ① 運営費交付金債務 

                       （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当期 

交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益 

資本 

剰余金 

小計 

令和７年度 ‐ 1,713 1,695 ‐ 1,695 ‐ 

合計 ‐ 1,713 1,695 ‐ 1,695 ‐ 

 

    ② 運営費交付金収益 

（単位：百万円） 

区分 
令和７年度 

交付分 
合計 

期間進行基準 1,635 1,635 

費用進行基準 60 60 

合計 1,695 1,695 

 

 ２ 事業に係る業務の実績 

地方独立行政法人法の改正（令和５年６月16日公布、同日施行）により中期計画に基

づく年度計画が廃止となったことを受け、当法人独自の取組として毎年度においてアク

ションプラン（以下「AP」という。）を策定し、これに対する自己点検・評価の実施に

より、中期計画の進捗を管理するとともに、業務実績の蓄積を図り、札幌市法人評価委

員会へ提出する実績報告書の作成に活用することとしている。 

AP2025の全体的な実施状況について本学内の自己点検・評価委員会にて点検した結

果、AP全50項目中、Ⅳ評価（APを上回って実施している）は4項目、Ⅲ評価（APを十分

に実施している）は45項目、Ⅱ評価（APを十分に実施していない）は1項目、Ⅰ評価

（APを実施していない）はなく、一部項目では十分な指標の達成には至らなかったもの

の、AP2025を概ね適切に実施することができたと評価している。 

2025年度の主な取組並びにAPを上回って実施している取組及びAPを十分に実施してい

ない取組は、以下のとおりである。 

(1) 教育に関する目標を達成するための措置 

 2年次前期開講科目「学部連携基礎論」をシラバスに基づき実施した。2025年度は

講義＋講義に関連する演習＋レポート(リアクションペーパー)という構成により

授業を組み立てることとした。授業の評価についても、リアクションペーパーな

どの提出物に基づいて行った。（AP項目番号1） 

 3年次後期開講科目「学部連携演習」をシラバスに基づき実施した。両学部合同の

グループ活動により南区の地域課題への解決に取り組むと共に、桑園地区を含め

た南区に限定しない札幌市を対象とする検討を行った。（AP項目番号1） 

 教務・学生連絡会議において、卒業時の教育評価アンケートを基に「学部連携演
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習」の経年的な検証を行った。（AP項目番号1） 

(2) 研究に関する目標を達成するための措置 

 公式ウェブサイトへの掲載や、ものづくりサステナフェア・北海道ビジネスEXPO

などの展示会への出展を通じて、地域産学連携協力依頼制度と産学連携相談窓口

を周知した。（AP項目番号17） 

 過去の連携事例や「研究・活動事例集」・「教員研究紹介」を公式ウェブサイト

で公開し、教員の専門分野・研究活動を周知した。（AP項目番号17） 

 地域産学連携協力依頼を受けた教員個々に対して公式ウェブサイトへの成果の公

表を促した。（AP項目番号17） 

 一般社団法人リサーチ・アドミニストレータースキル認定機構が開講する「URAス

キル認定制度」のFundamentalレベル（全15講座）を職員1名が受講した。（AP項

目番号17） 

 (3) 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

 市民向けの公開講座を対面で28件、オンライン配信で1件、合計29件実施した。

（AP項目番号22） 

 公開講座の受講者を対象にアンケートを実施し、妥当性を確認した。また、次回

開催に向けて、企画のブラッシュアップに役立ててもらえるよう、アンケート結

果を企画者にフィードバックした。（AP項目番号22） 

 聴覚障がいの方からの申込に対して、公益社団法人札幌聴覚障害者協会と協力し

て受講できる体制を整えた。（AP項目番号22） 

(4) 教育・研究・地域貢献の取組を推進する大学運営に関する目標を達成するための措

置 

 「国際学会・国際展示会等発表者補助」4件、「学術論文掲載料等補助」6件を採

択した。（AP項目番号27） 

 学術論文掲載料補助について、例年になく予算上限額に達するほどの申請があっ

たが、他の補助区分から予算を流用し、申請に対して最大限補助が行き渡るよう

対応した。（AP項目番号27） 

 サテライトキャンパスの利用要領とともに、サテライトキャンパスは市民や外部

機関、他大学、行政等との連携を促進するためのリエゾンオフィスとすることが

設置主旨であることを教職員に周知した。（AP項目番号31） 

 利用希望日が重なった場合は希望者に代替日を提案したり、先約者と交渉して影

響のない範囲で利用日の移動の調整をするなど、効率的に運用できるよう努め

た。（AP項目番号31） 

 学生向けの文献検索ガイダンスを実施し、修学・研究の円滑な遂行を支援した

が、十分な指標の達成には至らなかった。2026年度はスタートアップ演習でのガ

イダンス実施方法を見直すとともに、司書の雇用などにより指標達成状況の改善

を図る。（AP項目番号35） 

 

３ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策、内部統制の運用に関する情報 

(1) 災害・安全管理への対策 

・教職員に対し危機管理マニュアル等を周知した。また、学生に対しては、新入生

ガイダンスにおいて、大地震マニュアルを配付した。 

・芸術の森及び桑園の両キャンパスにおける自衛消防組織を見直すとともに、防災

訓練計画を企画し、大規模地震を想定した防災訓練を両キャンパスで10月に実施し

た。自衛消防組織は、事務局を中心とした組織改編を行い、災害への対応能力を高
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めるよう、各員の役割を明確化することができた。避難訓練においては、計478人

（芸森202人、桑園276人）が参加し、シェイクアウトから屋外避難に至る行動を実

践したことで、学生・教職員の自己防衛意識を醸成する機会となった。 

・全学生を対象に、大地震の発生を想定したメールによる安否確認訓練を実施し

た。配信に際しては、安否確認の目的や報告事項についての周知を併せて行い、学

生への情報共有を図った。開封率や回答率の向上に向けた直接的な具体策の実施は

見送り、学生が「どのようなメールが届き、どこに何を報告すべきか」という基本

動作を日頃から意識できるよう、啓発活動に注力した。 

 (2) 個人情報の取扱い及び情報セキュリティに関する対応 

   ・6月にFD/SD研修「本学の情報セキュリティポリシーについて」を実施した。当日

参加とビデオ視聴を合わせ、131人（81%）が参加した。参加者全員が、本学のセキ

ュリティポリシーについて理解が深まった・やや深まったと回答した。また、アン

ケートの自由記述からも、情報セキュリティポリシーや、機密データの扱いなどに

ついて理解が深まった、などの意見があった。 

     ・1月から2月にかけて、情報セキュリティに関する自己点検を実施した。Formsによ

る情報セキュリティに関する自己点検を実施し、148人（88%）が回答した。個人情

報取り扱い時のルールや機密性の高いデータの送信については前年度よりも理解度

が高まっており、上記FD/SD研修の効果があったといえる。一方で、ウィルス対策の

項目で理解度が下がっており、次年度以降の研修における重点項目とする。 

(3) 法令遵守に関する対応 

  ・ハラスメント防止研修を動画視聴型研修として2月～3月に実施した。研修実施に

合わせ、学長から教員に対し訓示を行い、全教職員に通知した。また、受講報告を

兼ねたアンケートも実施した。受講率は80％（教員85％、事務局職員75％）。十分

理解できた・ある程度理解できたと回答した割合が99％であった。 

  ・障がい者やＬＧＢＴへの理解や尊重についてポスター掲示、リーフレットの配架

を実施したほか、発達障害や精神的困難を抱える学生への合理的配慮の実際（看護

学実習）と小規模大学における教職員の役割に係るFD研修を2月9日に実施した。受

講者数は教職員46人。十分理解できた・ある程度理解できたと回答した割合が100％

であり、障がい者やＬＧＢＴへの理解や尊重に係る周知・啓発は今後も取り組んで

いく。 

(4) 内部統制の運用について 

公立大学法人札幌市立大学業務方法書の規定に基づき、公立大学法人札幌市立大

学内部統制規程を定めており、監事監査、内部監査、自己点検等を通じて、業務の有

効性及び効率性の確保、業務に関わる法令等の遵守、資産の保全、財務報告等の信頼

性の確保の確認を行っている。 

 

 ４ 社会及び環境への配慮等の状況 

   ＣＯ２排出削減に向けて、設備更新時に併せて省エネ機器、高効率設備の導入を図る

とともに、引き続き日常業務を通じて省資源・省エネルギーの取組を推進した。当事業

年度における実績は以下のとおり。 

  ・大学施設のエネルギー消費量を計測し、消費量データの一元管理（収集・分析）を行

った。 

  【2025年度エネルギー使用量の実績】 

［電気使用量］芸森：739,049kWh 、桑園：626,724kWh  

合計：1,365,773kWh（前年比プラス2.1％） 
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  ［ガス使用量］芸森：256,130㎥、桑園：92,474㎥、 

合計：348,604㎥（前年比プラス3.8％） 

  ［上下水道使用量］芸森：3,274㎥ 、桑園：3,048㎥、 

合計：6,322㎥（前年比プラス1.7％） 

  ・夏季（7月～9月）・冬季（12月～3月）電気使用量の節電目標値を定め、当該期間内

の節電の取り組みを学内告知した。 

  ・電気・ガス使用量は、その年の外気温変動に大きく影響を受けているが長期保全計画

により照明のＬＥＤ化や高効率設備への切り替えが徐々に進めている。 

 

５ 翌事業年度に係る予算 

                               （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 授業料等収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入 

 その他収入 

 目的積立金取崩 

計 

 

２，０３４ 

１０４ 

３７４ 

２８ 

１６ 

３０ 

２，５８５ 

支出 

 教育研究経費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 人件費 

 一般管理費 

施設整備費 

計 

 

４５１ 

２４ 

１，６５０ 

３５５ 

１０３ 

２，５８５ 

（注）単位未満を四捨五入しているため、金額の合計が一致しない場合がある。 




